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○ねぎとこんにゃく下仁田奨学金償還補助金交付要綱 

令和４年２月１８日 

告示第２０号 

ねぎとこんにゃく下仁田奨学金償還補助金交付要綱（平成３１年下仁田町

告示第４０号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条　この要綱は、下仁田町の次代を担う子どもたちが、ふるさとへ愛着

を持ち、将来下仁田町で活躍する人材となるべく勉学に励むことを支援

し、もって下仁田町へ定住することを促進するため、保護者等が連携金融

機関から融資を受けた奨学ローンの返済額の全部又は一部について、補助

金を交付するものとし、その取扱いに関しては、下仁田町補助金等に関す

る規則（昭和４９年下仁田町規則第４号）に規定するもののほか、この要

綱に定める。 

（定義） 

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号の定めるところによる。 

（１）　補助金　ねぎとこんにゃく下仁田奨学金償還補助金をいう。 

（２）　奨学ローン　下仁田町と連携金融機関で設計及び運用されるねぎ

とこんにゃく下仁田奨学ローンをいう。 

（３）　奨学金制度　第１号に規定する補助金、及び前号に規定する奨学

ローンをいう。 

（４）　保護者等　子どもの親、又は親に代わり子を保護する義務のある

者で、かつ、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第５条に規定

する下仁田町が備える住民基本台帳（以下「住民基本台帳」という。）

に記録され、その住所地に実際に居住している者であり、奨学ローンの

融資を受ける者をいう。 
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（５）　奨学生　保護者等により、奨学金制度の奨学生として登録され、

かつ、高校大学等に在学している者、又は在学期間を終え就労している

者をいう。 

ア　在学奨学生　奨学生に該当する者のうち、高校大学等に在学してい

て利用者登録時の年度末において年齢が２２歳未満の者をいう。 

イ　社会人奨学生　奨学生に該当する者のうち、在学期間を終え就労し

ている者、又は主婦（主夫）であり、かつ、住民基本台帳に記録さ

れ、その住所地に実際に居住している者をいう。 

（６）　連携金融機関　下仁田町と「奨学金に関する協定」を締結した金

融機関をいう。 

（７）　高校大学等　学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する

高等学校、中等教育学校（後期課程に限る。）、大学、短期大学、高等

専門学校及び専修学校（修業年限２年以上の専門課程に限る。）、若し

くはこれらに準ずる教育施設及び養成所等であって町長が認めるものを

いう。ただし、大学院を除く。 

（８）　主婦（主夫）　配偶者と子どもの両方、又は片方がいる者で、か

つ、家事・育児を主にする者をいう。 

（９）　町税等　町県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税、

介護保険料及び後期高齢者医療保険料をいう。 

（補助対象者） 

第３条　補助金交付の対象となる者は、町税等を滞納していない次の保護者

等とする。 

（１）　在学奨学生の保護者等 

（２）　奨学ローンの元利金を返済している期間における、社会人奨学生

の保護者等 

２　前項第２号の社会人奨学生は、町税等を滞納していない者とする。 
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３　第１項の保護者等が死亡したときは、その権利を法定相続人等に継承す

ることができる。 

（補助対象費） 

第４条　補助金の対象となる費用は、保護者等が奨学ローンの返済に要した

利息及び元金とする。 

（補助対象額） 

第５条　補助金の対象額は、奨学ローンを返済した額の内、別表第１に定め

る額とする。 

（補助対象期間） 

第６条　補助金の対象期間は、奨学ローンの借入期間及び返済期間の内、別

表第２に定める期間とする。 

２　年度の途中において、第３条の規定する補助対象者となった場合におい

ては、その事由が発生した日の属する月分から、前項に規定する期間を補

助対象期間として、前条の規定に準じて補助金額を算定するものとする。 

３　当該期間の途中において、第３条の規定する補助対象者の要件を満たさ

なくなった場合には、第１項に規定する期間のうち、その事由が発生した

日の属する月の前月分までを補助対象期間として、前条の規定に準じて、

補助金額を算定するものとする。 

（利用者登録） 

第７条　保護者等は、奨学金制度の利用者としての登録を行った上で、連携

金融機関と奨学ローンの契約を締結する。ただし、在学奨学生となるべき

者が、既に就労している等、奨学金制度の趣旨に則さないと町長が判断し

た場合は、対象外とする。 

２　奨学ローンは、１人の奨学生に対し期間を同じくして複数の契約をする

ことができない。ただし、第３条第１項に規定する保護者等が死亡したと

きは、法定相続人等に限り重複した契約を結ぶことができる。 
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３　奨学金制度を利用する保護者等は、利用申出書（様式第１号）を町長に

提出しなければならない。 

４　前項の提出には、確認書（様式第２号）を添付しなければならない。 

５　町長は、第３項及び前項の規定による提出があったときは、内容を審査

し、奨学金制度の利用者として登録が適当と認められる場合には、登録通

知書（様式第３号）により保護者等に通知する。 

（登録の取下げ） 

第８条　保護者等は、前条に規定による登録後、奨学ローンを利用しなくな

った場合は、直ちにその旨を町長に届出しなければならない。 

（登録の変更） 

第９条　保護者等は、登録内容に変更が生じたときは、変更が生じた月の月

末（その日が末日の場合は翌月末）までに登録内容変更届（様式第４号）

を町長に提出しなければならない。 

（登録の解消） 

第１０条　保護者等及び奨学生としての資格を喪失、また失格事項等により

町長が登録を解消したときは、登録終了通知書（様式第５号）により通知

し、以後、請求の権利は消滅する。 

（補助金の申請） 

第１１条　補助金の交付を受けようとする保護者等は、次の申請を行う。 

２　在学奨学生の保護者等は、奨学ローンの最後の融資後３０日以内に、補

助金交付申請及び実績報告兼請求書（様式第６号）を町長に提出しなけれ

ばならない。なお、進学等により奨学ローンの期間が延長されるときは、

登録内容変更届（様式第４号）により期間の変更を届出し、かつ、同様に

申請を行うものとする。 

３　社会人奨学生の保護者等は、当該年度の翌４月末までに、補助金交付申

請及び実績報告兼請求書（様式第６号）を町長に提出しなければならな

い。 
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（補助金の決定） 

第１２条　町長は、前条の規定による申請があったときは、内容を審査し、

補助金交付の可否を決定する。その結果を補助金交付（変更交付・不交

付）決定・確定通知書（様式第７号）により保護者等に通知する。 

（決定の取消、補助金の変更及び返還） 

第１３条　町長は、保護者等が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助

金交付（変更交付・不交付）決定・確定通知書（様式第７号）により交付

決定額の変更、又は交付決定の取り消しをすることができる。また、補助

金返還命令通知書（様式第８号）により既に交付した補助金の全部又は一

部の返還を命じることができる。 

（１）　第９条の規定による変更届を提出しなかった場合 

（２）　第１１条の規定による申請書の内容に重大な過誤、又は虚偽が判

明した場合 

（３）　次条の規定による実績報告兼請求書の内容に重大な過誤、又は虚

偽が判明した場合 

（実績報告） 

第１４条　補助金の交付を受けようとする保護者等は、次のように補助金交

付申請及び実績報告兼請求書（様式第６号）を町長に提出しなければなら

ない。 

（１）　在学奨学生の保護者等は、補助対象期間に保護者等が実際に支払

った奨学ローンの利息額を報告し、請求する。 

（２）　社会人奨学生の保護者等は、当該年度に保護者等が実際に支払っ

た奨学ローンの元利金額を報告し、請求する。 

（補助金額の確定及び交付） 

第１５条　町長は、前条の規定による実績報告があったときは、内容を審査

し、補助金額を確定する。その結果を補助金交付（変更交付・不交付）決
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定・確定通知書（様式第７号）により保護者等に通知し、補助金を交付す

るものとする。 

（協力体制） 

第１６条　町長は、保護者等及び奨学生に対し、奨学金制度の維持、拡充及

び利用実態の把握に資する調査や協力を依頼することができる。保護者等

は最大限、調査や協力に応じるものとする。 

（その他） 

第１７条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附　則 

この要綱は、令和４年２月２１日から施行する。 

附　則（令和４年１２月２３日告示第１５３号） 

この告示は、令和４年１２月２３日から施行し、令和５年１月１日から適

用する。 

附　則（令和６年３月４日告示第１５号） 

この告示は、令和６年３月４日から施行し、令和５年１２月１日から適用

する。 

　　附　則（令和６年１０月１７日告示第１０９号） 

この告示は、令和６年１０月１７日から施行し、令和６年９月１日から適

用する。 

附　則（令和６年１２月２０日告示第１３０号） 

この告示は、令和６年１２月２０日から施行する。 

 

別表第１（第５条関係） 
 

区分 対象額
 

在学奨学生の保

護者等

在学期間に返済した利息に相当する額、又は当該期間に支

払うべきと規定された利息額のいずれか少ない額
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別表第２（第６条関係） 

 
社会人奨学生の

保護者等

交付申請する年度に返済した元利金に相当する額、又は当

該年度に支払うべきと規定された元利金額のいずれか少な

い額

 
区分 対象条件 対象期間

 
在学奨学生の保

護者等

第2条(7) 左記の修業年限のうち、奨学生が在学し

た期間
 

留年及び休学 最初の事由発生から一年間を限度
 

予備校 入校から一年間を限度
 

社会人奨学生の

保護者等

第2条(5)イ 左記の条件を満たしている期間 

ただし、上限は10年間


